
けいやくじむ

排除することができるのみでなく，価絡 ・ 期限 ・ 数量;などにつ

いても開札に参加した申込者との間において公正な話合いを行

い，諸般の契約条例を勘案の上，契約の相手方を決定すること

ができるので，この方が単なる競争契約より国鉄にとって有利

である。

同意第 l 節公開競争契約においては，申込者の資絡，入札の

公告， 予定価格設，予定価絡の決定，入札保証金の納付・返還

および取得，入札替の提出，ほかの申込者の代理禁止，開札，

無効として取り扱うべき入札，洛札者の決定，入札の結果の通

知，再度の入札，入札の経過をl珂かにした調書の作成など，公

開競争契約の方法による契約の相手方の決定に必要な事項を規

定している。

同章第 2 節せり売については，近年せり売という契約方式を

国鉄において笑施した例がないので， その存廃について極々討

議されたが， その結果一応存慢することとなった。しかしなが

らその内容は，おおむね従来のものを踏襲している。第 3 節指

名競争契約においては，指名競争契約ができる場合，申込者の

指名，入札保証金の免除， 第 1 節公開競争契約に関する条項の

うち準用すべき条項の明示など，指名競争契約の方法による契

約の相手方の決定に必要な事項を規定している。

第 3 章公正協議による契約においては，公正協議を行う場合

およびその方法， 立会者，公正協議の経過を明かにした調書の

作成など，公開競争入札または指名競争入札からはいっていく

が，必ずしも一番札の者を契約の相手方とせず，開札に参加し

た申込者との価絡・数量そのほかの契約条件についての公正な

話合いにより定めた者を，契約の相手方とするという新しい契

約方式に必要な事項を規定している。

第 4 章随意契約においては，随意契約ができる場合，予定価

格の決定 ・ 変更，見積書の徴取，見積書の省略，概算契約など

国鉄がもっとも自主的に契約の相手方を選定する契約方式とし

ての随意契約に必要な事項を規定している。なおこの随意契約

には，実体的には，いわゆる見積合せによる契約と，いわゆる

特命契約との 2 種があり，予定価格が一定金額以下の工事の請

負または物品の購入の場合における随意契約は， この見積合せ

による契約に該当し，契約の性質または目的が競争を許さない

場合，災害による応急工事の請負の場合などにおける随意契約

は，おおむね後者の特命契約に該当する。見積合せによる契約

の場合は，見積書記載の見積価絡が契約の相手方決定のもっと

も大きな主要素となる点において， 指名競争契約に類似し， した

がって特命契約こそ本来の意味における随意契約である。以上

第 2-4 章は，契約の相手方決定のための極々な方式と，これら

に必要な事項を規定している。

第 5 章契約の締結においては，前述のような種々の契約方式

により契約の相手方が決定した場合において必要な契約書の交

換，契約書の省略，請書の提出，契約保証金の納付 ・ 免除など

契約の締結に必要な事項を規定している。

第 6 掌契約の履行においては， 前述のように契約書の交侠，

読書の受理により契約条件の確認を終った契約の，主としてそ

の成立から履行に至るまでの当事者双方の関連を明かにするた

め，債務の履行の委任もしくは下請負または償権の譲渡の承認，

転貸などの禁止， 履行期限の延期および履行遅滞， 延滞償金の

取得，危険負担， 損害の負担，監督，履行提供の届出および検

査，受渡しの特期，契約保証金の納付・延納，かし担保資任な

ど契約の履行および効果に関し必要な事項を規定している。こ

のうちかし担保責任のみは，有償契約の場合における売主 ・ 請

負人などの主要な位務履行後に生ずる問題である。

第 7 主主契約の解除および変更においては， 有償解除，無償解

除，国鉄の都合による解除，契約解除に伴なう既成の工事の目

的物などに対する措置，契約の変更および履行の中止，物価な

どの変動による契約金額の変更， 値引採用など契約の解除およ

び変更に|到し必要な事項を規定している。

第 B 主主張問IJにおいては，国鉄に対する契約の申込者に周知徹

底せしむべき事項は，別にこれを定め公示する旨を明かにして

いる。物品契約に関しては，新規程にもとづいて昭和 32 ・ 2 ・ 21

日本固有鉄道公示第 46 号をもって物品契約申込心得が制定公

示され，また土地建物の賃貸借契約に関しては，こ の規程にも

とづいて. nr，和 32 ・ 3 ・ 30 日本固有鉄道公示第 100 号をもって土

地建物賃貸借契約入札者心得が制定公示され， それぞれH百和

32 ・ 4 ・ 1 から施行されているが，工事契約に関しては目下のとこ

ろ制定公示されていない。なお，債権債務の相殺についても ，

第 8 章において規定している。

3 現行規程の要点

( 1 ) 適用範囲 売買 ・ 貸借 ・ 請負そのほかの契約という点に

ついては，国鉄法第 49 条の範聞と問機である。この場合， 民法

に掲げられているいわゆる典型契約であると，無名契約ないし

混合契約であるとを問わないことはいうまでもないが.ìID.説と

しては，雇用契約， 労働協約および国鉄を運送人とする運送契

約は， これに含まれない と解されている。つぎに双務契約も片

務契約もまた有償契約も無償契約も， すべてこの規程で規制

しているかといえば，売買 ・ 請負 ・ 賃貸借など双務 ・ 有償契約

を主としている。なお国鉄の諸施設には，多くの公物的性絡を

有するものがあり ，これらの貸付契約については，その目的の

性質上，その使用および収益に対する対価の収受を約定する場

合でも，国鉄としてはいわゆる典型契約としての賃貸借契約の

締結を意図しないものがある。したがってこの種の部外貸付に

ついては，国鉄においては， 使用承認と し、う形式をとっている

ので，この規程を適用せず，日本国有鉄道土地建物貸付規則(昭

和 32 ・ 3 日本固有鉄道公示第 99 号)および土地建物貸付取扱綱

員IJ (日百和 32 ・ 3 総裁逮第 169 号)により処理することとなってい

る(第 1 条)。

(2) 契約機関 前述の契約の締結について，総裁からあらか

じめ権限を受け， またはそのつどこれを委任された職員は，そ

の分掌する事項について，総裁の代理人として， 契約の締結 ・

履行・解除そのほか契約に関するいっさいの事務を担任するも

のとし， これを彬契約担当役といい，また契約の締結について，

前述の契約担当役からあらかじめ権限を受け，またはそのつど

委任された職員は，その分掌する事項について， 総裁の代浬人

として，契約に関する一切の事務を担任するものとし，これを

分任契約担当役と よ んでいる。国鉄法第 48 条(会計職員)の規

定によれば，総裁により契約を締結する職員として任命された

者は， 契約の締結に関し，総裁の代理人としての資格で部外者

と契約をするこ とと なっているが， これらの者が，国鉄法第 48

条の会計職員であることはいうまでもない(第 3 条)。

(3) 契約方式 契約の相手方を決定する方法の相違により，

公開競争契約，せ り売，指名競争契約， 公正協議による契約お

よび随意契約の 5 種となっている。これらのうち公開競争契約，

せり売および指名競争契約は競争契約であり，そのうち公開競

争契約と指名競争契約と は，入札の方法によ り，契約の相手方

を決定するものである。またせり 売は，口頭で，他の競争者の

間前で，自己の契約条件を提示して競争する契約方式で，これ

にはせり上げとせり下げとがある。

公正協議による契約は，それが公開競争入札または指名競争 i
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